
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)

兵庫県 稲美町
人 口
面 積
歳入総額
歳出総額
実質収支

32,687
34.96

9,718,130
9,475,891
224,476

人(H17.3.31現在)
ｋ㎡
千円
千円
千円

財政力

財政力指数 [0.71]

類似団体内順位

[ 8/14 ]

全国市町村平均

0.47
兵庫県市町村平均

0.51
0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

0.52

1.32

0.71

類似団体内最大値

類似団体内最小値

類似団体内平均値

0.71

稲美町の比率

財政構造の弾力性

経常収支比率 [89.3%]

類似団体内順位

[ 12/14 ]

全国市町村平均

90.5
兵庫県市町村平均

94.8

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

96.0

65.2

81.9

89.3

公債費負担の健全度

起債制限比率 [9.1%]

類似団体内順位

[ 8/14 ]

全国市町村平均

11.2
兵庫県市町村平均

16.1

(%)

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

11.8

5.2

8.2

9.1

将来負担の健全度

人口1人当たり地方債現在高 [251,783円]

類似団体内順位

[ 4/14 ]

全国市町村平均

466,109
兵庫県市町村平均

689,479

(円)

450,000

400,000

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

380,007

215,355

285,010

251,783

給与水準の適正度（国との比較）

ラスパイレス指数 [97.9]

類似団体内順位

[ 13/14 ]

全国市平均

97.6
全国町村平均

93.7
105.0

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

100.6

87.2

94.8

97.9

定員管理の適正度

人口1,000人当たり職員数 [5.60人]

類似団体内順位

[ 1/14 ]

全国市町村平均

8.12
兵庫県市町村平均

7.97

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

9.33

5.60

6.80

5.60

財政力

財政構造の弾力性

公債費負担の健全度

定員管理の適正度

給与水準の適正度
（国との比較）

将来負担の健全度

類似団体平均

稲美町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
●財政力指数：　15年度と比較すると、基準財政収入額は横ばいであるが、下水道資本費平準化債の借入れと、平成4年度地域総合整備事
業債（文化の森整備）の算入がなくなったことなどのために基準財政需要額が減少した。そのため、財政力指数が上昇したが、類似団体内
平均値に止まっている。給与改定等による人件費削減、投資的経費の抑制などを実施しながら、18年度から２カ年で固定資産税の課税漏れ
を重点的に調査するなど課税客体の把握に努め、歳入の確保を図る。
●経常収支比率：　公債費の増加による下水道、医療費の増加による老人保健、保健給付費の増加による介護保険の各特別会計への繰
出金の増加と、税収・交付税・臨時財政対策債の減少により大幅にポイントが上昇し、過去最高数値を記録した。今後は、下水道使用料の
見直しによる繰出金の抑制や経常的経費の削減に努める。
●起債制限比率：　10年ぶりに9を超えた15年度に引続き、若干下がったとはいえ依然として9.1であり、類似団体平均より下位である。17年
度はこれ以上に上昇すると予想されるが、17年度内にごみ処理施設整備事業債などの多額の償還が終了するので、18年度は8前後に回復
する見込みである。
●人口１人当たり地方債現在高：　近年大規模事業を抑制していたが、17年度及び18年度に健康づくり施設整備事業を予定しており、新規
の地方債発行（３億２千万円）が見込まれる。また、世代間負担を平準化するために、18年度以降数年間、土地区画整理事業負担金の地方
債を発行する予定である。このことから、他事業における地方債の発行の抑制を図り、類似団体平均数値を上回ることのないよう努めたい。
●ラスパイレス指数：　給与体系の見直しが遅れ、都道府県市町村平均と同水準にあるものの、類似団体平均を3.1上回っており、全国町村
平均と比較しても高い水準にある。17年度から昇給停止年齢の引下げ、調整手当支給率の引下げ、16種類の特殊勤務手当廃止など給与
適正化を実施している。また、現行の年功的な給料体系を是正し、職務･職責に応じた構造への転換を図る観点から、級別標準職務表の見
直し･枠外昇給制度の廃止などの措置を講じることにより、ラスパイレス指数を低下させる。併せて、諸手当の支給基準及び支給額について
も、社会経済情勢に適応した見直しを行う。
●人口1,000人当たり職員数：　下水道・介護保険事業の拡大に対応するため、８年度から11年度の４年間で職員を30人採用したが、その後
の定員管理適正化計画に基づき、定年退職者の不補充（３年間退職者30人）や機構改革で組織のスリム化を図ったことにより、類似団体を
下回る職員数となった。しかし、さらに最小の人数で効果的、効率的な行政運営ができるよう職員数計画を立て、人員の削減を図る必要があ
る。そこで、19年度までは退職者不補充を継続し、団塊の世代が退職する20年度以降は、退職者の４分の１以下程度の職員は採用する。さ
らに、事業の民間委託・住民協働パートナーの配置などにより、18年度の職員数203人を、27年度には150人とする目標を達成していく。


